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01
東京都の人口は1,420万人台、人口増加がますます加速

2024年の東京都の人口約９万人増、外国人の大幅な社会増が増加の主要因に
日本人の社会増はコロナ禍前の水準に回復するも、自然減が拡大し続ける

1

2025年8月6日、総務省「住民基本台帳に基づ

く人口、人口動態及び世帯数」（令和7年1月1日

現在）が公表され、日本の総人口（日本人・外国

人を合わせた総数）は１億2,433万690人（住民基

本台帳ベース）となり前年から55万4,485人減、

そのうち日本人人口が90万8,574人減の一方、外

国人人口が35万4,089人増で、日本人の減少を外

国人の増加で補う構図が加速しているとのニュー

スが駆け巡りました。

2015年からの時系列でみると、日本人は2015

年に出生者数101万46人に対し死亡者数129万

6,144人で、両者の差である自然増減が28万6,098

人減であったのが、2024年には出生者数68万

7,689人、死亡者数159万9,850人で、自然増減が

91万2,161人減にまで拡大しています。一方、外

国人の社会増減は、2015年の10万4,263人増から

2019年の18万8,963人増へと徐々に拡大し、

2020・21年にコロナ禍でいったん社会減に転じ

たものの、2022年以降に再び社会増となり、

2024年には34万424人増と拡大し続けています。

併せて外国人の自然増減数も2015年の7,299人増

から2024年の1万3,665人増と拡大しています

【表１－１】。

このように全国的に日本人の自然減、外国人の

社会増が進行する中で、東京の人口の動向はどう

だったのでしょうか。本レポートでは、2024年

の東京都及び東京圏の人口動向について、昨年の

レポート（第27弾）を踏まえつつ、日本人・外国

人別の状況に着目して分析していきます。

2024年東京都の人口動向

東京都の総人口（東京都「東京都の人口（推

計）」による）は、2025年1月1日時点で前年同

月から９万632人増えて1,419万5,730人となり、

2025年７月１日現在1,426万1,422人と、ついに

1,420万人台に乗りました【図１】。

東京都の人口動向は、コロナ禍の2021年に4万

8,592人減となりましたが、2022年に4万6,732人

増、2023年に7万237人増、2024年には9万632人
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増とその数が拡大しています。ただし、2024年

の増加数の内訳をみると、日本人1万6,825人増、

外国人7万3,807人増と、外国人の増加が大きく寄

与していることが分かります【表１－２】。

日本人は、社会増減（転入者数等－転出者数

等）は7万2,052人増とコロナ禍前の水準にまで回

復したものの、自然増減（出生者数－死亡者数）

が5万5,227人減と大きく膨らんでいます。2015

年と比べても出生者数が25.8％減（11万3,792人

→8万4,434人）、死亡者数が24.3％増（11万

2,342人→13万9,661人）となっているように、自

然減の数が膨らむことで全体の対前年比増加数は

1万6,825人に留まる状況となっています。

一方、外国人は、社会増減が7万1,039人増と、

2022年以降３年連続で伸びています。コロナ禍

前（2015～2019年）には２～３万人台でしたが

2022年以降にはその数が倍増し、さらに拡大し

つつあります。併せて自然増減数も2015年の

1,900人増から2024年の2,768人増へと拡大してい

ます。

2024年の東京都は、日本人の5万5,227人の自

然減がありながらも、日本人で7万2,052人、外国

人で7万1,039人の社会増を得ることで、9万632

人の人口増加を達成したことになります。コロナ

禍前と比べ、日本人とともに外国人の社会増が人

口増加の要因となっている状況がみてとれます。

02
東京都及び東京圏の転入・転出状況

東京圏への転入超過数はほぼコロナ禍前水準に 国外からの外国人流入も増加
東京都へは隣接３県からの移動含め若年層と女性の流入が顕著

国外から約16万人の外国人が東京圏に流入

次に、国外との移動状況、国内都道府県間の移

動状況（どちらも日本人及び外国人）について、

総務省「住民基本台帳人口移動報告」から詳しく

みていきます。

2024年における国外との移動状況は、国外か

らの転入者数73万5,883人、国外への転出者数37

万1,615人で、転入超過数（転入者数－転出者

数）は36万4,268人となっています。日本人は

9,852人の転出超過、外国人は37万4,120人の転入
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超過であり、外国人の転入超過数はアフターコロナ

となった2022年以降おおむね30万人台後半が続い

ています。

東京都の転入超過数は総数7万2,795人で、日本人

は2,011人の転出超過、外国人は7万4,806人の転入

超過、東京圏（一都三県）の転入超過数は総数15

万5,431人、日本人は4,207人の転出超過、外国人は

15万9,638人の転入超過となっています。外国人の

転入超過数でみると、東京都は全国の約20.0％、東

京圏は全国の約42.7％を占め、国外から東京都もし

くは東京圏に多くの外国人が流入している状況と

なっています【表２】。

東京圏への転入超過数はコロナ禍前の９割超に回復

国内移動による東京都及び東京圏の転入・転出

状況（日本人及び外国人）をみると、2024年は

東京都7万9,285人、東京圏13万5,843人の転入超

過であり、いずれも前年に比べ1万人程度の拡大

となっています。アフターコロナとなった2022

年から順調に拡大を続け、コロナ禍前の2019年

と比較して９割超の水準まで回復するに至ってい

ます。これらの転入超過数を日本人・外国人別に

みると、2019年以前は転入超過数の大半が日本

人（あるいは外国人は転出超過）でしたが、

2023年以降は転入超過数の１割程度を外国人が

占めており（2024年：東京都への転入超過数7万

9,285人のうち外国人8,722人、東京圏への転入超

過数13万5,843人のうち外国人1万6,506人）、国

内移動においても外国人の存在感が高まりつつあ

ります【図２、表３－１、表３－２】。
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東京都に若年層約10万人の転入超過、子育て層

の転出超過ほぼ収まる

続いて、国内移動による東京都の転入・転出状

況（日本人及び外国人）について分析を進めます。

2024年の東京都の転入・転出状況を年齢５歳

階級別にみると、進学・就職等で多くの転入がみ

られる15～19歳（1万4,286人）、20～24歳（6万

4,070人）、25～29歳（2万4,706人）の３つの年

齢階級はほぼ前年並みの数値で推移しています。

2023年に転入超過に転じた30～34歳は1,251人に

転入超過数が拡大し、コロナ禍で大きく転出超過

に転じた35～39歳（△2,062人）、40～44歳

（△1,445人）、45～49歳（△885人）もその転出

超過数を縮小しています【表４】。

これを、子ども層（0～14歳）、若年層（15～

29歳）、青壮年層（30～49歳）、熟年層（50～

64歳）、高齢層（65歳以上）に分けて推移をみる

と、若年層の転入超過数（10万3,062人）は2023

年と同様にコロナ禍前よりも1万人ほど上回って

います。青壮年層の転出超過数（3,141人）、子ど
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も層の転出超過数（3,982人）とも2022年以降大

きく縮小しており、コロナ禍で拡大していた「子

育て層」（30～49歳代＋子ども層）の転出超過

はほぼ収まってきたと言えます【図３】。

引き続き女性の転入超過数が男性を上回る

東京都の転入・転出状況を男女別にみると、

2024年の転入超過数は男性3万7,113人、女性4万

2,172人と、女性が男性よりも約1.14倍上回って

います。年齢階級別にみると、15～19歳、20～

24歳で女性の方が男性を上回る状況が続いていま

す。また、30～49歳の青壮年層（男性△2,098人、

女性△1,043人）、50～64歳の熟年層（男性

△4,994人、女性△3,608人）、65歳以上の高齢層

（男性△5,160人、女性△2,895人）のいずれの層

も、転出超過数は女性の方が男性よりも低く抑え

られており、女性の方が東京都に住み続ける傾向

も続いています【表４、図４】。
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東京都からの転出超過は埼玉県のみ、隣接３県

から東京都へ若年層の流入拡大

東京都と各道府県との転入・転出状況をみると、

2024年に東京都から転出超過となったのは、埼

玉県（2,827人の転出超過）のみで、昨年の転出

超過から転入超過に転じた千葉県（1,527人の転

入超過）、神奈川県（2,104人の転入超過）を含

め、他の道府県はすべて転入超過となっています。

2020年以降、東京都から隣接３県へ大きく転出

超過が続いていた状況も収まりつつあるようです

【図５】。

ここで、東京圏内での東京都と隣接３県の関係

に着目して、東京都から隣接３県への転入・転出

超過の推移をみると、2018年ごろから東京都区部

の地価上昇を主な背景に東京都から隣接３県への

転出超過に傾きだし、コロナ禍ピークの2021年に

は転出超過数4万934人まで拡大しましたが、

2024年には804人の転入超過に転じています【図

６】。

この転入・転出超過の推移について年齢階級別

に分けてみると、2021年に大幅に縮小した15～

29歳（若年層）の転入超過数が2024年は1万9,052
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人とコロナ禍前の2019年（1万3,597人）を大き

く上回り、隣接３県からも若者層を集めているこ

とが分かります。一方で2021年に著しく転出超

過が拡大した0～14歳（子ども層）と30～49歳

（青壮年層）をみると、子ども層については

2024年は2,615人と2019年（3,713人）を下回り

ましたが、青壮年層については2024年でも7,170

人と2019年（4,780人）までは回復していません。

近年のマンション価格高騰等により青壮年層が東

京都に転入しづらい状況が伺えます【表５】。

03
東京圏の市区町村別にみた人口増減の状況

コロナ禍で進んだ郊外分散は一段落 再び各都県の都心に人口が集中
千葉・埼玉で増加数が多い各市 日本人の減少を外国人の大幅増で補う市も

次に、国内外からの転入・転出（社会増減）や

自然増減によって、東京圏内の市区町村の人口が

どのように変化したかを、総務省「住民基本台帳

に基づく人口、人口動態及び世帯数」に基づき、

分析していきます。

コロナ禍の2021年は東京都区部から隣接３県

への転出や外国人の国外への転出により、東京都

区部の多くの区で人口が減少。東京都心からおお

むね30㎞圏の市（さいたま市、流山市、印西市、

横浜市、川崎市、海老名市）や藤沢市、茅ヶ崎市

等で人口が増加する「郊外分散」の現象が起こり

ましたが、2024年は各都県の都心部に再び人口

が増加する「都心集中」の状況となっています

【図７】。

2024年の人口増加率の上位25市区町村をみる

と、東京都中央区（5.98％）を筆頭に、台東区

（1.74％）、千葉市美浜区（1.68％）、千葉市中

央区（1.44％）さいたま市大宮区（1.37％）、東

京都荒川区（1.37％）、文京区（1.36％）、北区

（1.23％）の順に高く、横浜市西区（1.00％）も

13位に付けています。ただし、これら上位25市

区町村のうち、自然増となっているのは1位の東

京都中央区（自然増873人）、21位の流山市（自

然増37人）の２つのみで、多くの市区では社会増

によって人口増加が達成されていることがみてと
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れます【表６】。

ここで、人口増加数が多い上位25市町村（ここ

では東京都区部は１市として扱う）について日本

人・外国人別の増減数をみると、最も人口増加数

の多い東京都区部8万7,528人のうち外国人増加数

は6万2,642人（外国人寄与率71.6％）、２位のさ

いたま市5,488人のうち外国人増加数は3,116人

（56.8％）、３位の千葉市4,997人のうち外国人

増加数は4,856人（97.2％）で、いずれも外国人

増加数が全体の過半数を占めています。また、松

戸市（外国人寄与率159.0％）、市川市

（125.3％）、川口市（444.6％）、成田市

（158.6％）、船橋市（231.9％）、草加市

（188.7％）、蕨市（151.4%） 等では、日本人の

減少を上回る数で外国人が増加し、外国人寄与率

が極めて高い状況になっています【表７】。
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最後に、東京都区部について人口増減の状況を

みていきます。

東京都区部全体では、2023年は7万3,813人

（0.77％）増、2024年は8万7,528人（0.91％）増

04
東京23区の人口増減の状況

外国人増加率は全体で11％超 中央区・杉並区・中野区では16～21%増も
これまで外国人が比較的少なかったエリアでも流入増の傾向
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と増加数が伸びています。そのうち外国人の増加

数に着目すると2023年は5万7,420人（11.83％）

増、2024年は6万2,642人（11.54％）増と、増加

率が11％を超える状況が続いています。

23区別にみると、人口増加数が最も多い中央区

（1万569人）では、日本人8,386人増、外国人

2,183人増と日本人の増加数の方が上回っていま

すが、２位の大田区（6,885人）、３位の板橋区

（5,987人）、４位の世田谷区（5,069人）、５位

の足立区（5,053人）とも外国人の増加数の方が

日本人よりも上回っています。日本人の増加数が

外国人よりも上回っている区は、先述の中央区、

台東区、墨田区、品川区、目黒区の５区のみです。

外国人の動向に着目すると、増加数では板橋区

（5,130人）、江戸川区（5,014人）、足立区

（4,665人）、新宿区（4,200人）、北区（4,109

人）の順に多く、増加率では中央区（21.05％）、

杉並区（16.22％）、中野区（16.12％）、板橋区

（15.86%）、北区（15.02％）の順に高くなって

おり、これまで外国人が比較的多かった区以外で

も増加率が高まっている状況がみてとれます【表

８】。

ここで、2024年の東京23区の人口増減の状況

を日本人・外国人別にグラフで示すと、人口増加

数が多く日本人の増加数が外国人よりも大きく上

回る中央区、品川区のグループ（第１グループ）、

人口増加数が多く日本人、外国人の増加数ともに

多い大田区、世田谷区等のグループ（第２グルー

プ）、人口増加数が多く外国人の増加数が日本人

よりも大きく上回る板橋区、足立区、北区、練馬

区、杉並区、中野区等のグループ（第３グルー

プ）、外国人の増加数が多く日本人が減少してい

る江戸川区、新宿区、豊島区のグループ（第４グ

ループ）等、特徴的なグループを見い出すことが

できます【図８】。

第１グループは、湾岸エリアのタワーマンショ

ン等の再開発で日本人がより増えている区であり、

第２グループは繁華街に近く交通利便性も高いこ

とで日本人、外国人の多くを集めている区、第３

グループは都区部外周部で日本人の社会増と自然

減がほぼ拮抗しつつある中、家賃等住居費の安さ

から外国人をより集めている区、第４グループは

日本人の自然減が社会増を上回る一方、外国人の

増加が顕著に進行している区と評価することがで

きます。今後、東京23区に外国人の流入が増えて

いった場合、第３グループや第４グループのよう

な区の数の増加が予測されるでしょう。
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11

東京圏の転入超過数 コロナ禍前の９割超に回復
東京都は若者・女性・外国人の流入顕著 人口集中は今後も継続か

東京都の人口は2025年４月に1,420万人を

超え、コロナ禍明けに人口増加がますます加

速しています。2024年の１年間に東京都の人

口は９万人増ですが、外国人の大幅な社会増

が増加の主要因でした。

日本全体の2025年１月の総人口は前年から

55万4,485人減ですが、日本人が90万8,574人

減の一方、外国人が35万4,089人増と、外国

人が人口増を支えるのは東京都の人口増減と

同じ構図です。

現在の人口動向をみると、東京圏（一都三

県）への転入超過数はコロナ禍前の９割超に

回復し、2024年は東京都７万9,285人、東京

圏13万5,843人の転入超過でした。

東京都へは隣接３県（神奈川県・千葉県・

埼玉県）からの移動を含めて若年層10万人の

転入超過で、女性の流入（４万2,172人）が

引き続き顕著となり、男性の転入（３万

7,113人）を上回っています。2021年に著し

く転出超過が拡大した０～14歳（子ども層）

と30～49歳（青壮年層）は2019年のレベル

までは回復していません。近年のマンション

価格高騰等により、23区に戻りづらい状況で

す。東京都からの転出超過は埼玉県のみで、

コロナ禍に東京都から隣接３県（神奈川県・

千葉県・埼玉県）へ大きく転出超過が続いて

いた状況も収まりつつあります。

コロナ禍で進んだ郊外分散は、東京都心か

らおおむね30㎞圏の市（さいたま市、流山市、

印西市、横浜市、川崎市、海老名市）や藤沢

市、茅ヶ崎市等で起きましたが、この現象が

一段落し、ふたたび各都県の都心に人口が集

中し始めました。日本人の減少を外国人の増

加で補う形となり、最も人口増加数の多い東

京都区部８万7,528人のうち外国人寄与率は

71.6％、郊外では２位のさいたま市が56.8％、

３位の千葉市では97.2％となっています。

東京23区での外国人増加率は全体で11％超

ですが、年間の人口増で外国人が日本人を上

回る区は、板橋区、足立区、北区、練馬区、

杉並区、中野区、さらに日本人の減少が起き

ている江戸川区、新宿区、豊島区などがあり

ます。

東京への人口集中がさらに予想されますが、

それは自然減を上回る社会増で生み出され、

そのキーファクターは外国人なのです。



取材可能事項

本件に関して、下記２名へのインタビューが可能です。
ご取材をご希望の際は、グローバル・リンク・マネジメントの経営企画部広報担当まで
お問い合わせください。

会社概要

会社名  ：株式会社グローバル・リンク・マネジメント
会社HP ：https://www.global-link-m.com/
所在地  ：東京都渋谷区道玄坂1丁目12番1号渋谷マークシティウエスト21階
代表者  ：代表取締役社長 金大仲
設立年月日 ：2005年3月
資本金  ：6億10百万円（2025年6月末現在）
業務内容 ：不動産ソリューション事業（投資用不動産の開発、販売、賃貸管理）
免許登録 ：宅地建物取引業東京都知事（5）第84454号
  賃貸住宅管理業国土交通大臣（01）第0001837号
  不動産特定共同事業東京都知事第114号
  一級建築士事務所登録 東京都知事登録第66658号

【本件に関する報道関係の皆様からのお問い合わせ先】
株式会社グローバル・リンク・マネジメント 経営企画部：近藤

TEL：03-6821-5944 MAIL：glmirinfo@global-link-m.com

・氏名  ：市川宏雄（いちかわ ひろお）
・生年月日 ：1947年東京生まれ（77歳）
・略歴  ：早稲田大学理工学部建築学科、同大学院修士課程、
博士課程（都市計画）を経て、カナダ政府留学生として、カナダ都市
計画の権威であるウォータールー大学大学院博士課程（都市地域計
画）を修了（Ph.D.）。一級建築士。
世界の都市間競争の視点から大都市の将来を構想し、東京の政策には
35年以上にわたり関わってきた東京研究の第一人者。
現在、明治大学名誉教授、日本危機管理防災学会・会長、日本テレ
ワーク学会・会長、大都市政策研究機構・理事長、日本危機管理士機
構・理事長、森記念財団都市戦略研究所・業務理事、町田市・未来づ
くり研究所長、Steering Board Member of Future of Urban 
Development and Services Committee, World Economic Forum（ダ
ボス会議）in Switzerland等、要職多数。

・氏名  ：金大仲（きむ てじゅん）
・役職 ：株式会社グローバル・リンク・マネジメント
  代表取締役社長
・生年月日 ：1974年横浜生まれ（51歳）
・略歴  ：神奈川大学法学部法律学科卒業。新卒で金融機関
に入社。その後、家業の飲食店を経て大手デベロッパー企業に転職
し年間トップセールスを達成。そこでの経験を経て30歳の時に独立
し、グローバル・リンク・マネジメントを設立。
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